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【事業計画募集期間】 

令和５年３月 14日（火）から４月 17 日（月）１７時１５分 
※ 補助金交付決定額の総額が予算額に達した場合は，第２次募集は行いません。 

 

【寄附制限】 

本補助金の交付決定の通知を受けた日から一年間，政治資金規正法第２２条の

３第４項の規定による寄附制限が適用されますので，御注意ください。 

 

【お問合せ・受付先】 

広島県商工労働局 イノベーション推進チーム 医工連携推進担当 

ＴＥＬ：０８２－５１３－３３５１ 

E-mail：syoikourenpt@pref.hiroshima.lg.jp 

ホームページ：http://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/229/ 

mailto:syoikourenpt@pref.hiroshima.lg.jp
http://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/229/
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Ⅰ 補助事業の概要 

 １．補助事業の目的  

この事業は，広島県内企業が補助事業計画書により実施する事業に要する経費の一部を補助す

ることにより，健康・医療関連分野における製品化・事業化を促進し，もって本県における健康・医療

関連産業の拡大に資することを目的としています。 

 ２．補助対象者  

この事業は，次のいずれかの会員企業（以下「事業者」という。）が，単独又は２者以上の事業者が

構成する共同体として申請できます。なお，個人事業主は含まれません。 

名称 問合せ先 

ひろしま医療関連産業研究会 

（広島県内に事業所を有すること） 

商工労働局 イノベーション推進チーム 

電 話：０８２－５１３－３３５１ 

メール：syoikourenpt@pref.hiroshima.lg.jp 

広島バイオテクノロジー推進協議会 

農林水産局 農業技術課 

電 話：０８２－５１３－３５５９ 

メール：nougijutsu@pref.hiroshima.lg.jp 

 ３．補助対象事業  

次の各号に掲げる医療機器等※１の製品化・事業化のための研究開発など健康・医療関連分野へ

の新規参入，当該分野での事業拡大を行うための事業活動※２であって，交付決定日から年度末（令

和６年３月３１日）までに完了する見込みのある事業が対象です。 

※１ 専ら動物のために使用されることが目的とされているものを除く 

※２ 通常の生産活動及び研究開発を伴わない事業化・販路拡大のみの事業を除く 

①医薬品 
医薬品医療機器等法※３ 第２条第１項に規定する医薬品（原薬

中間体を含む） 

②医薬部外品 医薬品医療機器等法※３ 第２条第２項に規定する医薬部外品 

③医療機器 
医薬品医療機器等法※３ 第２条第４項に規定する医療機器及

びこれらの部品，部材 

④再生医療 
医薬品医療機器等法※３ 第２条第９項に規定する再生医療等

製品及びこれらの関連資機材 

⑤体外診断用医薬品 
医薬品医療機器等法※３ 第２条第１４項に規定する体外診断用

医薬品及びこれらの関連資機材 

⑥福祉機器 
福祉用具法※４ 第２条に規定する福祉用具及びこれらに類する

もの 

⑦特定保健用食品 内閣府令※５ 第２条第１項第５号に規定する特定保健用食品 

⑧機能性表示食品 
食品表示基準※６ 第２条第１項第１０号に規定する機能性表示

食品 

⑨創薬研究 創薬研究のための支援・受託サービス 

⑩健康増進，介護予防 
健康の保持及び増進，介護予防等を通じた健康寿命の延伸に

資する商品又はサービス 

※３ 医薬品医療機器等法：医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律 

※４ 福祉用具法：福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律 

※５ 内閣府令：健康増進法に規定する特別用途表示の許可等に関する内閣府令 

※６ 食品表示基準：食品表示法（平成２５年法律第７０号）第４条第１項の規定に基づく食品表示基準 
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【補助事業者の事業化フェーズに応じた対象事業のイメージ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

事前研究・可能性調査 研究開発・技術開発 事業化・販路拡大 

￭ マーケティング 

￭ コンサルティング 

￭ 基礎研究，予備研究 

￭ 技術調査，ベンチマーク 

￭ 特許調査 

￭ 薬事事前調査 

￭ デザイン 

￭ 試作品作成 

￭ 研究設備，資材購入 

￭ 評価試験，分析測定 

￭ 大学等との共同研究 

￭ 知的財産取得 

￭ 薬事相談 

￭ 非臨床試験 

￭ 薬事承認 

￭ 展示会出展 

￭ 販路開拓コンサル 

￭ 業務提携，アライアンス 

￭ 認証，規格取得 

￭ 広告ＰＲ 

※補助事業の例 

医薬品の生産に使用することを目的とする物質または物質の混合物で，医薬品製造に使用された時に医

薬品の有効成分になる原薬中間体の研究開発 

 ４．補助事業の区分，補助率及び補助限度額  

予算の都合等により申請書に記載された補助金額がそのまま認められず，減額された補助額で

採択される場合があります。補助金の額は，経費区分ごとの補助対象経費に補助率を乗じて得た額

（千円未満切捨て）の合計額となります。ただし，補助限度額が上限です。 

（１）連携タイプ 

２者以上の事業者が連携して実施する事業，又は医療機関や大学等と連携して実施する臨床

研究等を含む事業 

補助率 補助対象経費の３分の２以内 

補助限度額 ６００万円 

要件 

・事業者がそれぞれの技術・ノウハウを持ち寄ってはじめて成り立つ事業で

あること。 

・「臨床研究等」とは，医療機器等の臨床研究，治験，製造販売後調査をい

い，倫理委員会での審査を要する事業であること。 

注意事項 

・２者間に資本関係がある場合は「一般タイプ」とする。 

・単に外注先等が会員企業である場合は「一般タイプ」とする。 

・医療機関や大学等と連携して実施するが，「臨床研究等」を含まない事業

は「一般タイプ」とする。 

（２）一般タイプ 

事業者が単独で実施する事業など，４．（１）連携タイプに該当しない事業 

補助率 補助対象経費の２分の１以内 

補助限度額 ３００万円 

 

マッチング マッチング 

医療機器メーカー， 
部材供給企業 など 

医療機器 ， 
販売業者 など 

ビジネス 
評 価 

開 発 
（試作） 

臨床試験 
医療機器 
承認申請 

製 造 販 売 

臨床現場 
のニーズ 

技術 

 

評 価 

コンセプト 

技術 

特許 市場性 

競合相手 薬事 

資金調達 

知財戦略 

資金調達 薬事 

開発薬事 

臨床現場 
のニーズ 

マッチング 

医薬品医療機器等法 情報提供 

大学等研究機関， 
部材企業，病院 など 

業許可取得など 

展示会情報， 
販売戦略 
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 ５．補助対象経費  

補助金の交付の対象となる経費は，補助事業の遂行に必要な経費のうち，補助事業の対象として

明確に区分できるものであり，経費の必要性及び金額の妥当性を証拠書類によって明確に確認でき

る，次に掲げる経費区分ものに限ります。 

①原材料費，②機械装置費，③外注加工費，④委託費，⑤技術指導費，⑥共同研究費，

⑦出展費，⑧諸経費，⑨直接人件費 

（１）経費区分の内容 

各経費区分の内容と注意点は次のとおりです。なお，補助事業による成果が目的に資するもの

でない場合，補助対象経費として認めない場合があります。 

①原材料費 ○原材料・副資材等の購入に要する経費 

注意点 

・購入量は必要最低限にとどめ，補助事業期間内に使い切ることが原則で

す。未使用残存品は補助対象とはなりません。 

・やむを得ず必要以上の数量を発注し，補助事業に要した数量が明確な場

合は按分により算出した経費を補助対象とすることができます。 

・購入した原材料は，受払簿にて管理し，発生した仕損じ品やテストピース

等は保管してください（保管が困難なものは写真撮影による代用可）。 
 

②機械装置費 
○機械装置又は工具器具の購入，試作，改良，据付又は修繕に要する経

費 

注意点 
・改良とは，機能を高め又は耐久性を増すために行う行為をいいます。 

・修繕とは，保守に伴って行う原状回復等の行為をいいます。 
 

③外注加工費 ○加工，組立，設計，プログラム開発等を外注するために要する経費 

注意点 
・仕様等を定めて，外部に単純な加工等の業務を発注するものです。 

・研究開発要素を含む外注はできません。 
 

④委託費 

○補助事業に係る技術調査，特許調査，市場調査，試験分析，有効性・安

全性評価業務等を委託するために要する経費 

○補助事業に係る許認可，規格等の申請業務等を委託するために要する

経費 

○補助事業に係る発明等の出願業務等を委託するために要する経費 

○補助事業に係る製品等に関するデザインや印刷物等の作成業務を委託

するために要する経費 

注意点 

●共通事項 

・契約書等の書面により委託内容や金額等を明記してください。 

・研究開発要素を含む委託はできません。 

・専門事業者と契約を締結したものが対象です。 

・補助事業者に成果物等が帰属する必要があります。 
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注意点 

●発明等の出願業務等を委託する際の特記事項 

・補助事業に係る発明等の権利化を目的とした委託に要する経費が対象で

あり，次の経費は対象にはなりません。 

１）日本の特許庁に納付される経費（特許出願手数料等） 

２）拒絶査定に対する審判請求又は訴訟を行う場合の経費 

・補助期間中に出願手続きを完了していることが公的機関の書類等で確認

できない場合は対象になりません 

●デザインや印刷物等の作成業務を委託する際の特記事項 

・企業案内など通常の事業活動に活用されるものは対象にはなりません。 

・印刷代を計上する場合は，事業に必要な部数のみ補助対象になります。 

１）申請書に配布先やスケジュール等が明示されている場合はその部数 

２）明示されていない場合は事業期間内に使用した部数（要受払簿） 
 

⑤技術指導費 ○専門家等から指導等を受けるために支払われる謝金・旅費等の経費 

注意点 

・金額によらず，契約書（指導期間，延べ指導時間，契約金額，指導内容及

び指導者氏名・略歴が明記されたもの）を作成してください。 

・謝金及び旅費は，支出単価の根拠が補助事業者の定める規程等により明

確であり，その金額が社会通念上妥当なものである必要があります。 
 

⑥共同研究費 ○大学等の試験研究機関と共同で研究開発を行う場合に要する経費 

注意点 

・金額によらず，契約書（研究期間，契約金額，共同研究内容，共同研究者

等が明記されたもの）を作成してください。 

・奨学寄附金は対象となりません。 
 

⑦出展費 ○補助事業に係る展示会，見本市等への出展に要する経費 

注意点 

・主催者又は主催者が指定する事業者に支払う出展料，小間代，会場整備

費等のほか，出展のため必要な印刷製本費，通訳・翻訳料，運搬費，保険

料も対象となりますが，旅費は対象にはなりません。 

・ランチョンセミナーに係る弁当代等で主催者の指定業者による調達に限定

されているものなど会場費用と不可分であると認められる経費であれば計上

しても問題ありません。 

・展示会出展に限り，交付決定日前の申込みを補助対象とすることができま

す。ただし，請求書発行日と展示会開催日のいずれか早い日が交付決定

日以降でなければいけません。 
 

⑧諸経費 

○補助事業に係る特許等を他者から譲渡，実施許諾を受ける場合に要する

経費 

○機械装置等の借用及び外部施設，設備等の利用に要する経費 

注意点 

・特許等を他者から譲渡等される場合，金額によらず，契約書（特許等の内

容，契約金額等が明記されたもの）を作成してください。 

・リース等の場合は，合理的な期間を設定し，補助事業期間中に要する経

費のみとします。契約期間が補助事業を超える場合の補助対象経費は，

按分等により算出された補助事業期間分となります。 
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⑨直接人件費 ○研究開発に直接従事する者の直接作業時間に対する経費 

注意点 

・補助事業の内容がソフトウェアまたは情報処理関連技術の研究開発以外

の場合は，補助対象経費総額の１／２を超えない額とします。 

・「健康・医療関連産業創出支援事業費補助金における直接人件費の計算

に係る実施細則」により算出してください。 

・補助事業者が時間外労働に係る手当等を支給している場合，時間外労働

時間（残業・休日出勤等）も直接従事時間に含められますが，支給している

手当等の額より多く交付することはできません。 

・管理職等についても，手当等を支給していない場合は，残業時間を直接

従事時間に含めることはできません。 

・補助事業者と雇用関係にない者については，対象になりません。 

・補助事業期間中に発生し，かつ当該経費の額が確定しているものであっ

て，給与規定等により事業期間中に支払われていないことに相当な事由が

あると確認できる人件費については対象となります。 

※事業期間終了後に支払手続きを行った場合には，支払が完了した時点

で速やかに広島県への報告及び確認を受けなければなりません。 

（２）補助対象とならない経費 

○発注から支払までの一連の手続きが補助対象期間内に行われていない経費 

※人件費と展示会等の出展申込みを除く 

○必要性及び金額の妥当性を証拠書類によって確認できない経費。 

○販売を目的とした製品、商品等の生産に係る経費 

○他の取引と混同・相殺して支出が行われている経費 

○光熱水費，雑誌購読料，新聞代，団体等の会費，通信費などの経常的経費 

○収入印紙 

○日本の特許庁に納付される出願手数料等 

○振込等手数料，代引手数料。（取引先が負担しており、取引価格の内数になっている場合は，

振込等手数料相当額を除いた額を補助対象として計上できます） 

○公租公課（関税を含む）及び各種保険料（展示会等出展に係るものを除く） 

○交付申請書等の書類作成及び送付に係る費用 

○県による検査等への対応に係る費用 

○汎用性があり，用途が当該事業に限定できないもの（文房具，パソコン，プリンタ等の購入費） 

※研究開発に真に必要なものであり、相応の理由がある場合は補助対象とすることが可能 

○原則として中古品の購入費 

○上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

（３）補助対象経費全般にわたる留意事項 

○補助事業を行うにあたっては，当該事業について区分経理を行ってください。 

○補助事業における発注先（委託先）の選定にあたっては，１件あたり税込10万円以上を要するも

のについては，原則として２社以上から見積書を徴収する必要があります。ただし，発注（委託）

する事業内容の性質上，見積書を徴収することが困難な場合は，理由書を添付し，当該発注（委

託）先を随意の契約先とすることができます。 
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○連携タイプにおいて，連携事業者間の取引にかかる費用を補助対象経費に含めることができるの

は，利益をのせない原価取引（市場取引価格未満）で調達する場合に限ります（医療機関，大学

等との取引を除く。）。また，自社調達を行う場合には，製造原価等とします。 

○中古品については，価格設定の適正性が明確でない場合には補助対象となりません。 

○補助対象経費は、補助事業実施期間内に補助事業のために支払いを行ったことを確認できるも

のに限ります（外国通貨の場合は、支払日当日の公表仲値で円換算）。 

 ６．申請手続等の概要  

（１）公募期間 

令和５年３月 14 日（火）～令和５年４月 17 日（月） 17:15 まで 

※持参の場合は，8:30～17:15（閉庁日を除く）。郵送の場合は，最終日の 17:15 必着。 

（２）申請・問合せ先 

商工労働局 イノベーション推進チーム 医工連携推進担当 

〒730-8511 広島市中区基町 10番 52 号 

TEL：082-513-3351   E-mail：syoikourenpt@pref.hiroshima.lg.jp 

ウェブサイト：http://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/229/ 

（３）申請方法 

○申請は，代表事業者が電子メールにて提出してください。 

・電子メールでの提出が難しい場合，郵送または持参での提出も可 

・連携事業者分の人件費に関する書類に限り，個別に提出することも可 

○申請書類の真正性を担保するために，電子メール送信時に，次のとおり対応してください。 

・担当者の本人情報（氏名，企業名・所属，職名）をメール本文に記載するとともに（申請書類で

確認できる場合は不要），その根拠資料（名刺データ等）を添付すること。 

・メール送信時には，担当者以外の同一社内の者（会計事務担当者や会社代表者等）を CCに

追加すること。 

○同一会計年度中の同一事業者の申請は，原則として１回限りとします。 

○同一内容の事業で複数の補助金を受給するは認められていないため，国や他の自治体等の補

助金の受給が決定している場合は応募することができません。ただし，同時に応募し採択結果

判明後にいずれかを辞退することは可能です。 

（４）提出書類 

○次の書類をＰＤＦ形式にて提出してください。なお，申請書は返却しません。 

書類 様式 

補助金交付申請書 第１号 

補助事業計画書 第１号別紙１ 

事業収支計画書 第１号別紙２ 

直近２期分の決算書※１ 任意 

直接人件費の計算に係る必要書類※２ 様式第１など※３ 

※１ 連携タイプの場合は，連携事業者分すべて（医療機関，大学等は不要） 

※２ 直接人件費を計上する場合のみ。 

※３ 健康・医療関連産業創出支援事業費補助金における直接人件費の計算に係る実施細則 参照 

mailto:syoikourenpt@pref.hiroshima.lg.jp
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（５）審査方法・基準 

健康・医療関連産業の創出に係る事業計画審査会設置要綱に基づいて設置する審査会にお

いて，11 ページの【別表１】で定める審査基準により審査を行い，その結果を踏まえ，広島県が予

算の範囲内で採択事業を決定します。なお，広島県は必要に応じてヒアリング等を行う場合があり

ます。 

（６）交付決定 

○交付決定事業者には文書により通知します。 

○交付決定案件については，県のホームページにて補助事業者名，法人番号，住所及び業種，

テーマ名，交付決定額を公表します。 

 ７．補助事業期間  

R５ 

３月 

     R５年 6 月頃～R６年３月末 

補助事業期間 

   R６ 

５月 

               

公

募

開

始 

→ 

申
請
書
類 

作
成 

→ 

補
助
金
交
付
申
請 

→ 

交

付

決

定 
→ 

事

業

実

施 

→ 

事

業

完

了 

→ 

事

業

報

告 

→ 

補

助

金

額

確

定 

 

※ 太枠は，申請者及び補助事業者が行う 

 ８．補助事業者の義務  

この補助金の交付決定を受けた場合は，以下の条件を守らなければなりません。 

○交付決定を受けた後，補助事業の経費の配分や内容を変更しようとする場合又は補助事業を中

止，廃止しようとする場合は，事前に知事の承認を得なければなりません。 

○補助事業が予定の期間内に完了しない場合，又は補助事業の遂行が困難となった場合におい

ては，速やかに知事に報告してその指示を受けなければなりません。 

○補助事業を完了したとき又は中止，廃止の承認を受けたときは，その日から起算して 30 日を経

過した日又は翌会計年度の４月 10 日のいずれか早い日までに実績報告書を提出しなければな

りません。 

○補助事業に基づく発明，考案等に関して，産業財産権等の出願や取得を補助事業年度又は補

助事業年度の終了後５年以内に行った場合，補助事業において産業財産権等の取得に係る補

助金交付を受けた場合には，補助事業の終了後５年間の当該産業財産権等の取得等状況につ

いて，遅滞なく産業財産権届出書により届出なければなりません。 

○補助事業終了の翌年度以降５年間，補助事業の事業化等の状況について事業化状況報告書を

作成し，各会計年度の終了後 30 日以内に知事に報告するとともに，補助事業に関係する調査

に協力しなければなりません。 

○補助事業により取得した機械等の財産，効用の増した財産（単価 50 万円以上（税抜）のものに限

ります。）については，補助事業の終了後も善良なる管理者の注意をもって管理し，補助金交付

の目的に従って効果的運用を図らなければなりません。（他の用途への転用はできません。） 

○知事が別に定める期間以前に当該財産を処分等する必要があるときは，事前に知事の承認を受

中
間
検
査 

完
了
検
査 



- 10 - 

 

けなければなりません。（販売又は処分若しくは目的外使用する場合は，財産処分の承認が必

要です。） 

○当該財産を処分したことによって得た収入の一部を県に納付（納付額は当該処分財産に係る補

助金額が限度です。）しなければならない場合があります。 

○補助事業に係る経理について，収支の事実を明確にした証拠書類を整理し，事業の終了した日

の属する会計年度終了後 10 年間保存しなければなりません。 

 

種   別 
様  式 
（根拠規定） 

提 出 期 限 等 

実
施
中 

＜事業内容を変更，廃止するとき＞ 

事業内容変更（等）承認申請書 
様式第３号 
（第７条） 

変更（等）の都度，速やかに 

＜事業遂行が困難になった場合＞ 

補助事業遅延等報告書 
様式任意 
（第７条） 

事故等の都度，速やかに 

終
了
時 

＜事業が完了したとき＞ 

補助事業実績報告書 
様式第４号 
（第８条） 

補助事業完了日から起算して３０日を経
過した日又は補助事業完了日の属する
会計年度の翌年度４月１０日のいずれか
早い日 

＜補助金を請求するとき＞ 

補助金精算払請求書 
様式第５号 
（第９条） 

補助金の額の確定通知受領後，速やか
に 

終
了
後 

＜取得財産等を処分するとき＞ 

取得財産処分承認申請書 
様式第７号 
（第 12 条） 

「減価償却資産の耐用年数等に関する
省令」に定める期間の経過以前において
財産を処分しようとする都度 

＜事業化状況を報告するとき＞ 

事業化状況報告書 
様式第８号 
（第 13 条） 

補助事業を行う県の会計年度終了後５年
間，毎年４月３０日 

＜産業財産権等を出願等するとき＞ 

産業財産権等届出書 
様式第９号 
（第 14 条） 

補助事業を行う県の会計年度終了後５年
間経過以前において産業財産権等を取
得等した都度 

９．財産権の帰属等  

補助事業を実施することにより産業財産権等が発生した場合は，その権利は補助事業者に帰属し

ます。 

 10．その他  

（１）中間検査，確定検査等 

○補助金の支払いは，補助事業終了後に実績報告書の提出を受け，補助金額の確定後の精算

払いとなります。 

○原則として，補助事業終了時の補助金額確定に当たり，取得した物品等や帳簿類の確認がで

きない場合，当該物件等に係る経費は補助対象とはなりません。 

○事業の実施期間中又は実施後において，事業の進捗状況確認や補助金額の適切な確定の

ため，県が実地検査に立ち入ることがあります。 

○補助事業者が，「広島県補助金等交付規則」等に違反する行為等（例：他の用途への無断転

用，虚偽報告など）をした場合には，補助金の交付決定の取消・返還命令，不正の内容の公

表等を行うことがあります。 
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（２）経理処理 

○補助金は経理上，支払いを受けた事業年度における収益として計上するものであり，法人税

等の課税対象となります。 

（３）個人情報 

○申請に関連して提供された個人及び法人情報については，下記各項目の目的にのみ利用し

ます。（ただし、法令等により提供を求められた場合及び（４）申請書類の情報共有の場合を除

きます。） 

・審査及び審査に関係する事務連絡，通知等 

・（採択された場合）事業に係る事務連絡，事業後のフォローアップ，追跡調査等の連絡 

（４）申請書類の情報共有等 

○審査の参考とするため，外部評価機関に申請書類の写しを送付します。 

○都道府県等の公的関係機関に申請書類の写しを送付し，意見照会を行うことがあります。 

○提出された申請書類や追跡調査等の情報は，補助事業の効果検証や運用見直しの検討及

び県行政に活用する場合があります（個別の情報等を公開することはありません）。 

（５）政治資金規正法 

○本補助金の交付決定日から一年間，政治資金規正法第 22 条の３第４項の規定による寄附制

限が適用されますので，御注意ください。 
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別表 1 

健康・医療関連産業創出支援事業費補助金審査項目 

 

１ 事業の妥当性 

事業自体についての評価，ビジネスとして成立するか。 

ａ〔課題解決の的確性〕 

課題の設定と目指す姿（解決策）が的確であるか。 

ｂ〔市場ニーズの妥当性〕 

市場ニーズと規模が妥当で，ターゲットが明確か。 

ｃ〔補助事業の必要性・有効性〕 

補助事業が課題解決に直接的・本質的に貢献するものか。 

ｄ〔事業内容の新規性・優位性〕 

製品・サービスに新規性，独自性があるか。既存，競合製品・サービスに比べ優位性（価格，性能

等）があるか。 

 

２ 事業内容，実施方法の妥当性 

事業の内容と遂行能力について評価 

ｅ〔事業結果（アウトプット）の妥当性〕 

目標の設定が難易度，実現性から見て的確か。 

ｆ〔実施体制の実効性・遂行能力①〕 

技術力，経験知・ノウハウ等の経営資源を有するか。 

ｇ〔実施体制の実効性・遂行能力②〕 

自己資金調達など財務状況に問題はないか。 

ｈ〔事業経費の妥当性〕 

事業遂行にあたり適切な経費積算がされているか。 

ⅰ〔実施計画の妥当性〕 

実施スケジュールが適切かつ精緻に設計されているか。 

 

３ 事業成果への期待度 

補助金交付の意義 

ｊ〔事業効果（アウトカム）の妥当性〕 

早期事業化による生産額目標達成への寄与が見込まれるか。 

ｋ〔事業化ロードマップの合理性〕 

事業化に向けたロードマップが具体的かつ論理的で，説得力があるか。 
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Ⅱ 補助事業の実施等に係る経理等の諸注意【【採択後は必ずご確認ください。】 

 １．関係書類等の記録，管理，保存  

○補助事業の経費を明確に区分するため，補助事業専用の帳簿（補助簿）や預金通帳を備えるな

ど，一般の経理と分離した整理・処理をしてください。 

○補助事業の経費に係る伝票等の証拠書類は，費目毎（物品別，件別）に整理し補助事業終了後

も 10 年間保存しなければなりません。 

 ２．補助対象経費の支払方法  

○補助対象経費の支払は，原則として銀行振込により行ってください。現金やクレジットカードによ

る支出は，原則として対象になりません。また，手形の裏書譲渡による支払，他の取引との相殺に

よる支払及びファクタリング（債権譲渡）による支払は認めません。 

○補助対象経費の支払いは，金融機関からの振込払いを原則としますが，次の要件を全て満たす

場合は，手形・小切手による支払いも補助対象経費とすることができます。 

・自社発行であること 

・補助対象期間内に当座勘定照合表等で当該経費の決済の確認が可能であること 

○小切手による場合は，可能な限り補助対象経費のみの単独小切手にしてください。また，約束手

形による場合は，補助対象期間中に決済（満期日）が到来する手形により支払を行ってくださ

い。 

 ３．補助対象物件の検収  

○納品後直ちに検収を行い，次のいずれかの方法で書面にて整理してください。検収日が補助対

象物件等の取得日になります。 

・検収調書を作成 

・納品書に検収済みである旨と日付及び担当者名を記載又は検収印を押印 

○返品や手直しを行った場合は，伝票等にその旨を明確にしてください。 

○補助対象物件には，補助事業により取得したことが識別できるよう補助事業年度，補助事業名等

を表示してください。 

（表示例）⇒ 

 

 

  

  年度 

健康・医療関連産業創出支援事業費補助金 

整理番号：○－○ 物件名：○○○○○○○ 
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 ４．経費ごとの整理・保管する証拠書類等  

○補助金の経理処理は、通常の商取引や商習慣とは異なる場合もありますので御注意ください。 

○経費区分ごとに必要な証拠書類等は次のとおりです。別に定めがある場合を除き，証拠書類等

を省略することはできません。 

経費区分 内容 

見
積
書 

発
注
書
※1 

合
見
積
書 

請
書
又
は
契
約
書 

納
品
書 

銀
行
振
込
明
細
書 

請
求
書 

仕
様
書 

そ
の
ほ
か 

取
得
財
産 

原材料費  ○ ○ △ △ ○ 

○ ○ 

 受払簿  

機械装置費  ○ ○ △ △ ○ ○ 写真 △ 

外注加工費  ○ ○ △ △ ○ ○  △ 

委託費 

調査・試験等 

○ ○ △ △ 

報告書    

許認可等申請 報告書    

特許等出願 報告書  成果品  

デザイン等作成 ○  
成果品 

受払簿※2 
 

技術指導費     ○ 報告書    

共同研究費     ○ 報告書    

出展費   ○   ○ 要綱 写真  

諸経費 

特許等の譲渡等    ○     

借上費 ○ ○ △ △ ○ ○   

利用料 ○ ○ △ △  ○   

直接人件費 

・給与支払明細書 

・出勤簿，タイムカード等 

・「健康・医療関連産業創出支援事業費補助金における直接人件費の計算に係る実施細則」

に規定する書類 

※１ 当該経費に係り，請書または契約書を作成している場合で，その発注内容と発注日（業務開始日）が

当該請書または契約書で確認できる場合は，発注書の作成は省略可 

※２ 印刷物等を作成した場合は，受払簿にて管理すること 

○太枠内の経費は，発注金額（税込）によって要否が異なります。 

・合見積書 

10 万円未満 見積書を１社以上から徴すること。 

10 万円以上 
見積書を２社以上から徴すること。ただし，発注内容の性質上，複数の見

積書を徴することが困難な場合は，選定理由書を添付すること。 
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・請書又は契約書 

50 万円未満 請書・契約書は省略可 

50 万円以上 

150 万円未満 

請書（総金額，品名・規格・数量・単位・単価・金額・納入期限・納品場所等を明記）

の発行を受けること（契約書の締結でも可） 

150 万円以上 契約書を締結すること 

金額によらず必須 

技術指導費（指導期間，延べ指導時間，契約金額，指導内容及び指導者氏名・略

歴等を明記） 

共同研究費（研究期間，契約金額，共同研究内容，共同研究者等を明記） 

諸経費（補助事業に係る特許等を他者から譲渡，実施許諾を受ける場合に要する

場合） 

・取得財産等管理台帳 

税抜 50 万円以上 
機械装置費（税抜５０万円以上の機械装置等を購入した場合） 

外注加工費（税抜５０万円以上効用が増した財産がある場合） 

○補助事業者における経費発生状況の管理及び県の検査を効率よく実施するため，証拠書類等

の整理は以下を参考に行ってください。 

※経費の区分毎に，かつ，案件，物件，研究開発従事者別に「整理する証拠書類等」欄の順に応じて綴じ

てください。 

※定型伝票等の場合は，台紙（A4）に貼付してください。 
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Ⅲ 直接人件費に係る規定 

 １．等級単価一覧表（令和５年度）  

 

 

参考：令和５年度版に差替え予定 


